
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 ◆D-4-1-1

事業名 災害公営住宅駐車場等整備事業（花巻中央地区）
［効果促進］

事業費
　総額　　　　　　　　0.41億円
（うち復興交付金　　　0.33億円）

　内訳　　工事費　　　0.41億円

事業期間 平成28年度～30年度 平成30年度

事業目的

事業地区

事業結果

整備概要

　【仲町棟】
　　構造・規模：RC3階建（床面積：1,448.53㎡）
　　1階～3階：居室（21戸）
　　付帯施設：物置、自転車置場、駐車場、
　　　　　　　ごみ集積所、通路

　【外観】 　【外観】

　【室内】

　総額　　　　　　　9.35億円
（うち復興交付金　　8.18億円）

　内訳　用地費　　　1.44億円
　　　　業務委託費　0.59億円
　　　　工事費　　　7.32億円

・共同住宅　2棟　30戸

　【上町棟】
　　構造・規模：RC4階建（床面積：910.63㎡）
　　1階：店舗※（ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ　床面積200.08㎡）
　　2～4階：居室（9戸）
　　付帯施設：物置、自転車置場、駐車場

　　※店舗は市単独負担により整備

D-4-1

災害公営住宅整備事業（花巻中央地区）

東日本大震災津波により住宅を失い、県内陸部に避難している被災者のうち、県内陸部に定住を希
望する者の居住の安定を図るため、花巻市内に災害公営住宅30戸を整備するもの。

花巻市花巻中央地区（花巻市上町・仲町地内）

災害公営住宅30戸を建設し、平成31年4月から入居を開始した。

　【共用部】



［評価］
　上記のとおり、本事業によって災害公営住宅が整備され、東日本大震災津波で住宅を失った被災者の居住の安
定が図られていることから、本事業は事業目的に即した効果を発揮していると判断する。

［評価］
　上記のとおり、国土交通省が定める標準建設費の範囲内で実施された事業であり、住宅の仕様等の標準化を進
めることで、住宅の基本性能を確保しながら建設コストの削減や工期の短縮も図られていることから、本事業に
要したコストは妥当と判断する。

・集会所　１棟
　　構造・規模：木造平屋建
　　【外観】

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関して

［調査・分析］
・令和2年12月1日時点で、整備戸数30戸のうち29戸が入居している。（うち1戸は被災者以外）
・入居者の被災地域は、宮古市2世帯、山田町2世帯、大槌町10世帯、釜石市7世帯、大船渡市2世帯、陸前高田市3
世帯、気仙沼市1世帯、いわき市1世帯である。
・入居者52名のうち、65歳以上の高齢者は16名と入居者全体に占める割合は少ない(高齢化率 30.7％)ものの、単
身高齢者世帯が11世帯（単身高齢者世帯の割合 37.9％）と多い状況である。
・入居する高齢者に単身世帯が多く、当住宅が存する地域においても高齢化が進んでいることから、住宅隣接地
に、子育て世帯型地域優良賃貸住宅（民間整備型）を誘致（平成31年4月入居開始）するとともに、災害公営住宅
の空き住戸活用について、子育て世帯に限定して入居可能（令和2年12月入居開始）とし、世代間交流や地区内の
交流の促進を図った。
・近隣にコンビニエンスストアがなかったことから、入居者の利便性向上のため、上町棟の1階に誘致を行った。
（平成31年4月営業開始）
・入居前に既存の地元自治会の主催による食事会やグラウンドゴルフ大会等が開催され、コミュニティ形成の促
進が図られた。
⇒サロンや近所の託児所との交流会が開催されるなど、入居者同士や地元自治会などの交流の場として、整備し
た集会所が広く活用されている。

　【室内】

・その他付帯施設
　　物置、自転車置き場、ごみ集積所、駐車場

②コストに関して

［調査・分析］
・国土交通省の定める標準建設費の範囲内で整備しており、工事契約に係る請負業者は、一般競争入札により決
定していることから、事業費は妥当な範囲内であると考えられる。
・一般的な公営住宅の整備基準（設計住宅性能評価の等数）に基づき、仕様等の決定を行っていることから、事
業費は適正であると考える。



担当部局

　　建設部建築住宅課　電話番号：０１９８－４１－３５６６

［評価］
　上記のとおり、想定事業期間内で整備を終えており、事業期間として妥当であったと判断する。

③事業手法に関して

［調査・分析］
・事業用地の選定について、入居者の利便性を第一に考え、まちなかであり、周遊バス運行地域であることや
駅、市役所、銀行、学校が2キロメートル圏内である場所を選定することができた。
・事業用地には、まちなかで遊休建築物があった、旧書店及び旧ボウリング場の地権者に協力を得ることができ
た。
・早期竣工に向けて万全を期すため、スケジュールを検討するにあたり、市議会議員への説明会、地元自治会と
地権者への協力依頼などを迅速に行うことができた。
・入居者は、市内に避難されていた方が多かったため、生活支援相談員との連携を図ることによって、迅速で不
安をいだかせることなく入居までに至ったと考えている。
・事業用地は、事前に地歴調査を実施し、入居者に健康被害などが生じないよう準備した。
・工事期間について、前面道路の工事も同時期に施工したことにより、工期の短縮を図ることができた。
・事業用地北側に、急こう配の法面があるものの、緑地を確保することができ、さらに階段を整備したことに
よって、花巻駅方面への有効な通行路を確保することができた。
・事業用地は、利便性がよい反面、まちなかであることから通行の安全確保が課題であったことから、通路を設
け、安全確保に努めた。
・身近なところに日用品や食料品の購入できる場所が高齢者にとっては十分とは言えないことから、市の単独費
用を充当し、店舗（コンビニエンスストア）を誘致することができた。
・整備戸数について、工事実施設計が完了する直前まで変更に対応するよう、設計業者と協議を進めたことによ
り、空き住戸数を少なく抑えることができた。



別紙

位　置　図

Ｄ-4-1　災害公営住宅整備事業　花巻中央地区（花巻市）

配　置　図


